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当社は、2021年１月22日付で作成した株式移転計画書（2021年２月26日付で作成した株式移転計画変更書

を含み、以下併せて「本株式移転計画書」といいます。）に基づき、2021年７月１日を効力発生日（予定）

として、単独株式移転の方法により、完全親会社である株式会社リファインバースグループ（以下「持株会

社」といいます。）を設立すること（以下「本株式移転」といいます。）といたしました。 

本株式移転に際して、会社法第803条第１項及び会社法施行規則第206条に定める開示事項は以下のとおり

です。 

 

記 

 

１． 株式移転計画の内容（会社法第 803 条第１項）  

本株式移転計画書の内容は、（別添）のとおりです。 

 

２．株式移転の対価に関する定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 206 条第１号） 

 ①本株式移転の方式 

  当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転設立完全親会社とする単独株式移転 

 ②本株式移転に係る割当の内容（株式移転比率） 

 

株式会社リファインバース

グループ 

（完全親会社：持株会社） 

リファインバース株式会社 

（完全子会社：当社） 

株式移転比率 1 1 

１） 株式移転比率 

本株式移転により持株会社が当社の発行済株式の全部を取得する直前時（以下「基準時」と

いいます。）の当社の株主名簿に記載又は記録された当社の株主の皆様に対し、その所有する当

社の普通株式１株につき設立する持株会社の普通株式１株を割当交付いたします。基本的に株

式の価値に変動を伴わないものであり、相当であると判断しております。 

２） 単元株式数 

持株会社は単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたします。 

３） 株式移転比率の算定根拠 

本株式移転は、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設立するものであり、株

式移転時の当社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、株主の皆様に不利益

を与えないことを第一義として、株主の皆様が所有する当社の普通株式１株に対して持株会社

の普通株式１株を割り当てることといたします。 

４） 第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

上記３）のとおり、本株式移転は当社単独による株式移転でありますので、第三者算定機関

による算定は行っておりません。 

５） 本株式移転により交付する新株式数（予定） 

普通株式3,299,821株 

上記新株式数は、当社の発行済株式総数3,299,950株（2020年12月31日時点）に基づいて記

載しております。ただし、本株式移転の効力発生に先立ち、当社の発行済株式総数が変動した

場合には、持株会社が交付する上記新株式数は変動いたします。なお、基準時において当社が

所有する自己株式に対しては、その同数の持株会社の普通株式が割当交付されることになりま



すが、実務上消却が可能な範囲の自己株式については、本株式移転の効力発生に先立ち消却を

予定しておりますため、当社が2020年12月31日時点において所有する自己株式129株は、上記の

算出において、新株式交付の対象から除外しております。また、当社の株主の皆様から株式買

取請求権の行使がなされた場合等、当社の2020年12月31日時点における自己株式数が基準時ま

でに変動した場合は、持株会社が交付する新株式数が変動することがあります。 

③資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本株式移転により設立される持株会社の資本金及び準備金については、以下のとおりです。 

(1)資本金の額 149,625,000 円 

(2)資本準備金の額 149,625,000 円 

(3)利益準備金の額 0 円 

持株会社の設立時の資本金及び準備金の額については、法令の範囲内で定めており、持株会社の

目的、規模及び設立後の資本政策等に照らして相当であると判断しております。 

 

３．株式移転に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

当社が発行している新株予約権については、当該新株予約権の保有者に対し、その保有する当該新株予

約権に代えて、当該新株予約権と同等の内容かつ同一の数の持株会社の新株予約権を交付し、割り当てる

ことから、株式移転に係る新株予約権の定めは相当であると判断しております。 

なお、当社は新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

４．株式移転完全子会社についての事項 

 (1) 第三者割当による新株式発行 

当社は、2020 年８月 20 日開催の取締役会において、第三者割当による新株式の発行を決議し、2020

年９月７日に払込が完了しております。 

１．募集株式の種類及び数 

普通株式 250,000 株 

２．払込金額 

１株につき 797 円（総額 199,250,000 円） 

３．増加する資本金及び資本準備金の額 

資本金   １株につき   398.5 円（総額 99,625,000 円） 

資本準備金  １株につき   398.5 円（総額 99,625,000 円） 

４．募集方法 

第三者割当の方法  

５．割当予定先及び割当予定株式数 

三菱ケミカル株式会社 当社普通株式 250,000 株 

６．申込期日 

2020 年９月７日 

７．払込期日 

2020 年９月７日 

８．資金使途 

廃プラ等コンパクタ設備開発・設備投資費用、廃プラ回収に向けての要員採用費に充当する予定

です。 

 

 (2) 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分 

当社は、2020 年８月 25 日及び 2020 年８月 31 日開催の取締役会において、資本金及び資本準備金

の額の減少並びに剰余金の処分について、2020 年９月 30 日開催の第 17 回定時株主総会に付議するこ

とを決議し、同定時株主総会で承認可決され、2020 年 11 月１日にその効力が発生しております。 

 

１．資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的 

繰越利益剰余金の欠損を補填し、財務体質の健全化並びに早期に配当を実現できる体制にすると



ともに、今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保することを目的とするものであります 

 

２．資本金及び資本準備金の額の減少の内容 

(1)減少する資本金の額 

資本金の額 538,844,723 円のうち、389,219,723 円を減少し、149,625,000 円といたしました。 

(2)減少する資本準備金の額 

資本準備金の額 538,844,722 円のうち、389,219,722 円を減少し、149,625,000 円といたしまし

た。 

(3)資本金及び資本準備金の額の減少の方法 

払い戻しを行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、「資本金」及び「資本準備

金」の額のみを減少し、その全額を「その他資本剰余金」に振り替えました。 

 

３．剰余金の処分の内容 

会社法第 452 条の規定に基づき、上記の効力が生じた後のその他資本剰余金 826,477,812 円のう

ち、785,452,117 円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損補填に充当いたしました。 

(1)減少する剰余金の項目及びその額 その他資本剰余金 785,452,117 円 

(2)増加する剰余金の項目及びその額 繰越利益剰余金 785,452,117 円 

 

 (3) ストック・オプション(新株予約権)の付与 

当社は、2020 年８月 25 日及び 2020 年８月 31 日開催の取締役会において、会社法第 236 条、第 238

条及び第 239 条の規定に基づき、当社及び当社子会社の従業員に対し、特に有利な条件によりストッ

ク・オプションとして新株予約権を割り当てること及び当該新株予約権の募集事項の決定を当社取締

役会に委任することにつき承認を求める議案を 2020 年９月 30 日開催の第 17 回定時株主総会に付議

することを決議し、同定時株主総会で承認可決されました。その後、2020 年 12月 18 日に当社取締役

会において、当該新株予約権について、具体的な発行内容が決議され、2021 年１月 25 日にその割当て

が行われております。 

Ⅰ. 特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者を募集することを必要とする理由 

中長期的な企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めるために、当社及び当社子会社の従業員

に対して、無償にて新株予約権を発行するものであります。 

Ⅱ.  新株予約権の発行要項 

（別添）株式移転計画書(写)の「（別紙８）リファインバース株式会社第 12 回新株予約権の内容」

に記載のとおりであります。 

以上 

  



（別添） 

株式移転計画書(写) 

 

リファインバース株式会社（以下「当社」という。）は、当社を株式移転完全子会社とする株式移転設立

完全親会社（以下「持株会社」という。）を設立するための株式移転（以下「本株式移転」という。）を行

うにあたり、次のとおり株式移転計画（以下「本計画」という。）を定める。 

 

第１条（持株会社の目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数その他定款で定める事項） 

１．持株会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は次のとおりとする。 

(1) 持株会社の目的 

持株会社の目的は、別紙１「定款」第２条に記載のとおりとする。 

(2) 商号 

持株会社の商号は、「株式会社リファインバースグループ」とし、英文では、「REFINVERSE Group, 

Inc.」と表示する。 

(3) 本店の所在地等 

持株会社の本店の所在地は、東京都中央区とし、設立時の本店の所在場所は、東京都中央区日本橋人

形町三丁目10番１号とする。 

(4) 発行可能株式総数 

持株会社の発行可能株式総数は、10,000,000株とする。 

２．前項に掲げるもののほか、持株会社の定款で定める事項は、別紙１「定款」に記載のとおりとする。 

 

第２条（持株会社の設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称） 

１．持株会社の設立時取締役の氏名は次のとおりとする。 

取締役 越智 晶 

取締役 加志村 竜彦 

取締役 瀧澤 陵 

取締役 柗村 順也 

取締役 青木 卓 

取締役 堀内 賢一 

取締役 鮫島 卓 

取締役 関口 修一 

２．持株会社の設立時監査役の氏名は次のとおりとする。 

監査役 小林 孝実 

監査役 片岡 敬三 

監査役 丸吉 龍一 

３．持株会社の設立時会計監査人の名称は次のとおりとする。 

会計監査人 應和監査法人 

 

第３条（本株式移転に際して交付する株式の数及びその割当て） 

１．持株会社は、本株式移転に際して、本株式移転により持株会社が当社の発行済株式の全部を取得する時

点の直前時（以下「基準時」という。）の当社の株主名簿に記載又は記録された当社の株主（以下「割

当対象株主」という。）に対し、その所有する当社の普通株式の総数と同数の持株会社の普通株式を交

付する。 

２．持株会社は、本株式移転に際して、割当対象株主に対し、その所有する当社の普通株式１株につき、持

株会社の普通株式１株の割合をもって割り当てる。 

 

第４条（持株会社の資本金及び準備金の額） 

持株会社の設立時における資本金及び準備金の額は次のとおりとする。 

(1) 資本金の額 149,625,000円 

(2) 資本準備金の額 149,625,000円 

(3) 利益準備金の額 0円 

 

第５条（本株式移転に際して交付する新株予約権及びその割当て） 

１．持株会社は、本株式移転に際し、基準時における当社の新株予約権原簿に記載又は記録された以下の表の



①から④までの第１欄に掲げる当社の各新株予約権の新株予約権者（以下「割当対象新株予約権者」とい

う。）に対し、それぞれの保有する当社の各新株予約権に代わり、基準時における当該新株予約権の総数

と同数の第２欄に掲げる持株会社の新株予約権をそれぞれ交付する。 

 

 第１欄 第２欄 

名称 内容 名称 内容 

① 
リファインバース株式会社 

第７回新株予約権 
別紙２ 

株式会社リファインバースグルー

プ2021年第１回新株予約権 
別紙３ 

② 
リファインバース株式会社 

第10回新株予約権 
別紙４ 

株式会社リファインバースグルー

プ2021年第２回新株予約権 
別紙５ 

③ 
リファインバース株式会社 

第11回新株予約権 
別紙６ 

株式会社リファインバースグルー

プ2021年第３回新株予約権 
別紙７ 

④ 
リファインバース株式会社 

第12回新株予約権 
別紙８ 

株式会社リファインバースグルー

プ2021年第４回新株予約権 
別紙９ 

 

２．持株会社は、本株式移転に際し、割当対象新株予約権者に対し、その所有する前項の表の①から④まで

の第１欄に掲げる当社の各新株予約権１個につき、それぞれ第２欄に掲げる新株予約権１個を割り当て

る。 

 

第６条（持株会社の成立の日） 

持株会社の設立の登記をすべき日（以下「持株会社の成立の日」という。）は、2021年７月１日とする。

ただし、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、当社の取締役会の決議に

より、これを変更することができる。 

 

第７条（本計画承認株主総会） 

当社は、2021年３月19日を開催日として臨時株主総会を招集し、本計画の承認及び本株式移転に必要な事

項に関する決議を求める。ただし、当社は、株式移転手続の進行上の必要性その他の事由により、当該株

主総会の開催日を変更することができる。 

 

第８条（株式上場） 

持株会社は、持株会社の成立の日において、その発行する普通株式の株式会社東京証券取引所マザーズ市

場への上場を予定する。 

 

第９条（株主名簿管理人） 

持株会社の株主名簿管理人は、三井住友信託銀行株式会社とする。 

 

第10条（自己株式の消却） 

当社は、持株会社の成立の日の前日までに開催される取締役会の決議により、当社が所有する自己株式の

うち、実務上消却可能な範囲の株式（本株式移転に際して行使される会社法第806条第1項に定める株式買

取請求権の行使に係る株式の買取りにより取得する自己株式を含む。）を、基準時までに消却する。 

 

第11条（事情変更） 

本計画の作成後、持株会社の成立の日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により当社の財産

又は経営状態に重要な変更が生じた場合、本株式移転の実行に重大な支障となる事態が生じた場合その他

本計画の目的の達成が困難となった場合には、当社は、当社の取締役会の決議により、本株式移転に関す

る条件その他本計画の内容を変更し、又は本株式移転を中止することができる。 

 

第12条（本計画の効力） 

本計画は、当社の株主総会において本計画の承認が得られなかった場合又は国内外の法令に定める関係官

庁の許認可等（関係官庁に対する届出の効力の発生等を含む。）が得られなかった場合は、その効力を失

う。 

 

第13条（規定外事項） 



本計画に定める事項のほか、本株式移転に関して必要な事項については、本株式移転の趣旨に従い、これ

を決定する。 

 

2021年１月22日 

 

東京都中央区日本橋人形町三丁目10番1号 

リファインバース株式会社 

代表取締役  越 智  晶 

  



（別紙１） 

定款 

 

第１章  総  則 

第１条（商 号） 

当会社は、株式会社リファインバースグループと称し、英文ではREFINVERSE Group, Inc.と表示する。 

第２条（目 的） 

当会社は、次の事業を営む会社及び外国会社の株式又は持分を所有することにより、当該会社の事業活動を

支配し、管理すること及びこれに付帯する業務を行うことをその目的とする。 

 1. 産業廃棄物、一般廃棄物の再生処理並びにその製品の販売 

 2. 産業廃棄物の再生処理に関する研究開発及び装置の製造、販売 

 3. 繊維、樹脂、プラスチックス材、紙等の切断装置、乾燥装置、圧縮装置、粉砕装置、撹拌装置、分級装

置等産業機械の開発、製造並びに販売 

 4. 産業廃棄物処理業 

 5. 一般廃棄物処理業 

 6. 一般廃棄物及び産業廃棄物の収集、運搬業 

 7. 古物の買い取りと販売 

 8. コンピューターソフトウェアの開発及び販売 

 9. 室内装飾工事業 

10. 建物及び室内造作物解体工事業 

11. 樹脂製品その他化学製品の製造販売 

12. 再生樹脂素材の製造、輸出入及び販売 

13. 前各号に関する一切のコンサルタント業務 

14. 前各号に付帯する一切の業務 

第３条（本店所在地） 

当会社は、本店を東京都中央区に置く。 

第４条（機関の設置） 

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

 1. 取締役会 

 2. 監査役 

 3. 監査役会 

 4. 会計監査人 

第５条（公告方法） 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

 

第２章  株  式 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、10,000,000株とする。 

第７条（自己の株式の取得） 

当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができ

る。 

第８条（単元株式数） 

当会社の単元株式数は、100株とする。 

第９条（単元未満株式についての権利） 

当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 



(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

第10条（株主名簿管理人） 

 1. 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

 2. 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議により選定する。 

 3. 当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成並びに備置きその他の株主名簿及び新株予約権原簿に関す

る事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取扱わない。 

第11条（株式取扱規程） 

当会社の株主権行使の手続その他株式に関する取扱い及び手数料は、法令又は本定款のほか、取締役会にお

いて定める株式取扱規程による。 

 

第３章  株 主 総 会 

第12条（基準日） 

当会社は、毎年６月30日の株主名簿に記載又は記録された株主をもって、定時株主総会において権利を行使

することができる株主とする。 

第13条（招集の時期） 

 1. 定時株主総会は、毎年９月にこれを招集する。 

 2. 臨時株主総会は、必要あるごとにこれを招集する。 

第14条（招集権者及び議長） 

株主総会は、取締役社長が招集し、その議長となる。取締役社長に事故あるときは、取締役会においてあら

かじめ定めた順序により、他の取締役がこれに代わる。 

第15条（決議要件） 

 1. 株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することが

できる株主の議決権の過半数をもって行う。 

 2. 会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

第16条（議決権の代理行使） 

株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人としてその議決権を行使することができる。この場

合、株主又は代理人は代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。 

第17条（議事録） 

株主総会における議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令に定める事項については、これを議事録

に記載又は記録する。 

第18条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載又は表

示すべき事項に係る情報を、法務省令に定めるところに従いインターネットを利用する方法で開示すること

により、株主に対して提供したものとみなすことができる。 

 

第４章  取締役及び取締役会 

第19条（員数） 

当会社の取締役は10名以内とする。 

第20条（選任） 

 1. 取締役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

 2. 取締役の選任については、累積投票によらないものとする。 

 3. 取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

第21条（任期） 

取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。 



第22条（代表取締役及び役付取締役） 

 1. 取締役会は、取締役の中から代表取締役若干名を選定する。 

 2. 取締役会の決議により、取締役会長及び取締役社長各１名、取締役副会長、取締役副社長、専務取締役

及び常務取締役各若干名を選定することができる。 

第23条（取締役会の招集権者及び議長） 

取締役会は、取締役社長が招集し、その議長となる。取締役社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会の

定める順序により、他の取締役がこれに代わる。 

第24条（取締役会の招集通知） 

 1. 取締役会招集の通知は、会日の３日前までに各取締役及び各監査役に対して発する。但し、緊急のとき

は、この期間を短縮することができる。 

 2. 取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで取締役会を開催することができ

る。 

第25条（取締役会の決議方法） 

 1. 取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数をもって行う。 

 2. 取締役が提案した決議事項について取締役（当該事項につき議決に加わることができるものに限る。）

の全員が書面又は電磁的記録により同意したときは、当該事項を可決する旨の取締役会の決議があった

ものとみなす。 

第26条（取締役会の議事録） 

取締役会における議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令に定める事項については、これを議事録

に記載又は記録し、出席した取締役及び監査役がこれに記名押印又は電子署名する。 

第27条（取締役会規程） 

取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか取締役会において定める取締役会規程による。 

第28条（報酬等） 

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以下、「報酬等」とい

う。）は、株主総会の決議によって定める。 

第29条（取締役の責任免除） 

 1. 当会社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる。 

 2. 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間

に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。 

 

第５章  監査役及び監査役会 

第30条（員数） 

当会社の監査役は５名以内とする。 

第31条（選任） 

監査役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

第32条（任期） 

 1. 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。） 

 2. 前項の定めにかかわらず、任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任

した監査役の任期の満了すべき時までとする。 

第33条（常勤の監査役） 

監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。 

第34条（監査役会の招集通知） 

 1. 監査役会の招集通知は会日の３日前までに各監査役に対して発する。但し、緊急の必要があるときは、

その期間を短縮することができる。 

 2. 監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を開催することができる。 



第35条（監査役会の決議方法） 

監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

第36条（監査役会の議事録） 

監査役会における議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令に定める事項については、これを議事録

に記載又は記録し、出席した監査役がこれに記名押印又は電子署名する。 

第37条（監査役会規程） 

監査役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、監査役会において定める監査役会規程による。 

第38条（報酬等） 

監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

第39条（監査役の責任免除） 

 1. 当会社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる。 

 2. 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任

を限定する契約を締結することができる。 

 

第６章  会計監査人 

第40条（選任方法） 

会計監査人は、株主総会において選任する。 

第41条（任期） 

 1. 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終

結のときまでとする。 

 2. 前項の定時株主総会において別段の決議がなされないときは、当該定時株主総会において再任されたも

のとする。 

 

第７章  計  算 

第42条（事業年度） 

当会社の事業年度は、毎年７月１日から翌年６月30日までとする。 

第43条（剰余金の配当） 

 1. 株主総会の決議により、毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録株式質権者

に対し、期末配当を行うことができる。 

 2. 前項のほか、取締役会の決議により、毎年12月31日の株主名簿に記載又は記録された株主若しくは登録

株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。 

第44条（配当金の除斥期間） 

期末配当金及び中間配当金が支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないときは、当会社はその

支払の義務を免れる。 

 

附 則 

第45条（報酬等） 

 1. 第28条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの取締役の報酬等

の額は、年額500百万円以内（ただし、この取締役の報酬等の額には使用人兼取締役の使用人部分の給与

は含まれない。）とする。 

 2. 第38条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの監査役の報酬等

の額は、年額50百万円以内とする。 

第46条（附則の削除） 

本附則は、当会社の最初の定時株主総会終結の時をもって削除されるものとする。 

 



（別紙２） 

 

リファインバース株式会社第７回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

リファインバース株式会社第７回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   会社の普通株式85,000株（但し、当該株式の数は、本新株予約権の行使により変動する可能性がある。）

とする。但し、第3項の定めにより本新株予約権1個あたりの目的となる株式数が調整される場合には、当

該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整されるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は8,500個（但し、当該新株予約権の数は、本新株予約権の行使により変動する

可能性がある。）とする。本新株予約権1個あたりの目的となる株式数は10株とする。但し、本新株予約

権1個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがある。 

   (1) 会社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその1

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる1株の100分の1未満

の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式

総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普

通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同じ

とする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第2項第1号に基づく株式分割の割当基準

日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものとす

る。 

         調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 会社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、会社は適当と認

める本新株予約権1個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権1個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、会社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   1株につき 金500円（以下「行使価額」という。）とし、本新株予約権1個あたりの行使に際して出資され

る財産の価額は、行使価額に本新株予約権1個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。但し、行

使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 会社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。調整後の行

使価額の適用時期は、第3項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 会社が、 (i)本項に定める行使価額（但し、本項に定める調整が既に行われている場合は調整後の金

額を意味する。以下本第(2)号において同じ。）を下回る1株あたりの払込金額での普通株式の発行又

は処分（株式無償割当てを含む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合

併、株式交換、及び会社分割に伴うものを除く。）、又は(ii)本項に定める行使価額を下回る1株あた

りの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株

予約権、新株予約権付社債、その他その保有者若しくは会社の請求に基づき又は一定の事由の発生を

条件として普通株式を取得し得る地位を伴う証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分

（無償割当てによる場合を含む。）を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算

式に従い調整するものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取



得原因」とは、潜在株式等に基づき会社が普通株式を交付する原因となる保有者若しくは会社の請求

又は一定の事由を意味し、「取得価額」とは、普通株式1株を取得するために当該潜在株式等の取得及

び取得原因の発生を通じて負担すべき金額を意味するものとし、以下同様とする。 

       上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌日、そ

れ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行の効力発生日（会社法第209条第1項第2号が適用される

場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

調整後行使価額＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株あたり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、会社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における会社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て会社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 会社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 会社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「1株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式1株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、会社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 会社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、会社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 会社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、会社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、会社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2016年2月8日から2024年2月7日まで。但し、行使期間の最終日が会社の休業日にあたる場合には、その前

営業日を最終日とする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第8項に定める取得事

由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものと

する。但し、会社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は1新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められな

いものとする。 

       ③ 権利者が1個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交付

される株式数は整数でなければならず、1株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り当

てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を

相続するものとする。 

       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より会社に対して次の各事項を届け出なければならない。 

          1) 相続開始の年月日 

          2) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          3) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 



          4) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          5) 上記1)乃至4)のほか、会社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他会社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し会社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 権利行使期間中に上記①1)乃至5)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やか

に変更内容を会社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承継

者には第8項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 会社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は会社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は会社の定款上必要な会社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、会社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 会社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第2項又は第274条第3項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち会社

が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要と

される場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 会社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（会社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、会社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、会社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 会社又は子会社（会社法第2条第3号に定める子会社を意味する。以下同じ。）の取締役又は監査

役 

       ② 会社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず会社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、会社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が会社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず会社又は子会社と競業した場合。但し、会社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により会社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 

       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若

しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して会社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が会社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行



後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、会社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される会社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等会社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 会社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、会社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、会社の指定する請求書を会社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い算出

される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場合は、その端数を

切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   会社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第2項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第5項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第6項に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちい

ずれか遅い日から、第6項に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 取締役会による譲渡承認について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 

       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、第8項第(5)号⑦その他性質上法人にのみ適用されるべき条項



は、適用されないものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、第7項第(2)号その他性質上個

人にのみ適用されるべき条項は、適用されないものとする。 

   (2) 会社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中会社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第8項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2014年2月7日 

 



（別紙３） 

 

株式会社リファインバースグループ2021年第１回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

株式会社リファインバースグループ2021年第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   会社の普通株式85,000株（但し、当該株式の数は、リファインバース株式会社第７回新株予約権の行使に

より変動する可能性がある。）とする。但し、第3項の定めにより本新株予約権1個あたりの目的となる株

式数が調整される場合には、当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整され

るものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は8,500個（但し、当該新株予約権の数は、リファインバース株式会社第７回新

株予約権の行使により変動する可能性がある。）とする。本新株予約権1個あたりの目的となる株式数は

10株とする。但し、本新株予約権1個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることが

ある。 

   (1) 会社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその1

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる1株の100分の1未満

の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式

総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普

通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同じ

とする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第2項第1号に基づく株式分割の割当基準

日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものとす

る。 

         調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 会社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、会社は適当と認

める本新株予約権1個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権1個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、会社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   1株につき 金500円（以下「行使価額」という。）とし、本新株予約権1個あたりの行使に際して出資され

る財産の価額は、行使価額に本新株予約権1個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。但し、行

使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 会社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。調整後の行

使価額の適用時期は、第3項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 会社が、 (i)本項に定める行使価額（但し、本項に定める調整が既に行われている場合は調整後の金

額を意味する。以下本第(2)号において同じ。）を下回る1株あたりの払込金額での普通株式の発行又

は処分（株式無償割当てを含む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合

併、株式交換、及び会社分割に伴うものを除く。）、又は(ii)本項に定める行使価額を下回る1株あた

りの取得価額をもって普通株式を取得し得る潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株

予約権、新株予約権付社債、その他その保有者若しくは会社の請求に基づき又は一定の事由の発生を



条件として普通株式を取得し得る地位を伴う証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分

（無償割当てによる場合を含む。）を行うときは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算

式に従い調整するものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取

得原因」とは、潜在株式等に基づき会社が普通株式を交付する原因となる保有者若しくは会社の請求

又は一定の事由を意味し、「取得価額」とは、普通株式1株を取得するために当該潜在株式等の取得及

び取得原因の発生を通じて負担すべき金額を意味するものとし、以下同様とする。 

       上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌日、そ

れ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行の効力発生日（会社法第209条第1項第2号が適用される

場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

調整後行使価額＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株あたり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、会社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における会社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て会社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 会社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 会社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「1株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式1株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、会社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 会社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、会社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 会社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、会社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、会社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2021年7月1日から2024年2月7日まで。但し、行使期間の最終日が会社の休業日にあたる場合には、その前

営業日を最終日とする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第8項に定める取得事

由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものと

する。但し、会社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は1新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められな

いものとする。 

       ③ 権利者が1個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交付

される株式数は整数でなければならず、1株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り当

てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を

相続するものとする。 

       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より会社に対して次の各事項を届け出なければならない。 



          1) 相続開始の年月日 

          2) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          3) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          4) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          5) 上記1)乃至4)のほか、会社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他会社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し会社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 権利行使期間中に上記①1)乃至5)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やか

に変更内容を会社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承継

者には第8項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 会社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は会社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は会社の定款上必要な会社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、会社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 会社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第2項又は第274条第3項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち会社

が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要と

される場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 会社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（会社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、会社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、会社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 会社又は子会社（会社法第2条第3号に定める子会社を意味する。以下同じ。）の取締役又は監査

役 

       ② 会社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず会社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、会社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が会社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず会社又は子会社と競業した場合。但し、会社の書

面による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により会社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 

       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若



しくは関与を行っていることが判明した場合 

      ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して会社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が会社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、会社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される会社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等会社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 会社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、会社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、会社の指定する請求書を会社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い算出

される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果1円未満の端数を生じる場合は、その端数を

切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   会社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第2項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第5項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第6項に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちい

ずれか遅い日から、第6項に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 取締役会による譲渡承認について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 

       本項に準じて決定する。 



 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、第8項第(5)号⑦その他性質上法人にのみ適用されるべき条項

は、適用されないものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、第7項第(2)号その他性質上個

人にのみ適用されるべき条項は、適用されないものとする。 

   (2) 会社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中会社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第8項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2021年7月1日 

 



（別紙４） 

リファインバース株式会社第10回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

リファインバース株式会社第10回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   当社の普通株式8,500株（但し、当該株式の数は、本新株予約権の行使により変動する可能性がある。）

とする。但し、第３項の定めにより本新株予約権１個あたりの目的となる株式数が調整される場合には、

当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整されるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は85個（但し、当該新株予約権の数は、本新株予約権の行使により変動する可能

性がある。）とする。本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株とする。但し、本新株予約権

１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未

満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株

式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済

普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同

じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の割当

基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものと

する。 

         調整後の株式数 ＝ 調整前の株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 当社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は適当と認

める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたり金3,414円（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、第３項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後の行使価額＝調整前の行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 当社が、(i)時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを含

む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割

に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式を取得し得る

潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有

者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う

証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行うと

きは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が

普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、「取得価額」と

は、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金



額を意味するものとし、以下同様とする。 

       なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を

除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

       また、上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第

２号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新 発 行 

株 式 数 
× 
１ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 の 

行 使 価 額 
＝ 

調 整 前 の 

行 使 価 額 
× 

新発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における当社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て当社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2019年12月23日から2027年12月22日まで。但し、行使期間の最終日が会社の休業日にあたる場合には、そ

の前営業日を最終日とする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第８項に定める取得

事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの

とする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められ

ないものとする。 

       ③ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交

付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り

当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、権利者の死亡後６ヶ月以内に当社が認めた場合に限

り、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を相続するものとする。 

       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より当社に対して次の各事項を届け出なければならない。 



          １) 相続開始の年月日 

          ２) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          ３) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          ４) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          ５) 上記１)乃至４)のほか、当社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他当社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し当社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 行使期間中に上記①１)乃至５)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やかに

変更内容を当社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本項第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承

継者には第８項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 当社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当

社が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要

とされる場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役 

       ② 当社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 

       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若



しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 当社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第５項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本項第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額

とする。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第６項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第６項に定

める行使期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 譲渡制限について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承

認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 



       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、その性質上法人にのみ適用されるべき条項は、適用されない

ものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、その性質上個人にのみ適用されるべき条項は、

適用されないものとする。 

   (2) 当社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中当社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第８項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2018年１月25日 

 



（別紙５） 

株式会社リファインバースグループ2021年第２回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

株式会社リファインバースグループ2021年第２回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   当社の普通株式8,500株（但し、当該株式の数は、リファインバース株式会社第10回新株予約権の行使に

より変動する可能性がある。）とする。但し、第３項の定めにより本新株予約権１個あたりの目的となる

株式数が調整される場合には、当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整さ

れるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は85個（但し、当該新株予約権の数は、リファインバース株式会社第10回新株予

約権の行使により変動する可能性がある。）とする。本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100

株とする。但し、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあ

る。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未

満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株

式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済

普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同

じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の割当

基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものと

する。 

         調整後の株式数 ＝ 調整前の株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 当社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は適当と認

める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたり金3,414円（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、第３項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後の行使価額＝調整前の行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 当社が、(i)時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを含

む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割

に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式を取得し得る

潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有

者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う

証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行うと

きは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が



普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、「取得価額」と

は、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金

額を意味するものとし、以下同様とする。 

       なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を

除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

       また、上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項

第２号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新 発 行 

株 式 数 
× 
１ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 の 

行 使 価 額 
＝ 

調 整 前 の 

行 使 価 額 
× 

新発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における当社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て当社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2021年７月１日から2027年12月22日まで。但し、行使期間の最終日が会社の休業日にあたる場合には、そ

の前営業日を最終日とする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第８項に定める取得

事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの

とする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められ

ないものとする。 

       ③ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交

付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り

当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、権利者の死亡後６ヶ月以内に当社が認めた場合に限

り、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を相続するものとする。 



       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より当社に対して次の各事項を届け出なければならない。 

          １) 相続開始の年月日 

          ２) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          ３) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          ４) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          ５) 上記１)乃至４)のほか、当社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他当社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し当社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 行使期間中に上記①１)乃至５)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やかに

変更内容を当社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本項第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承

継者には第８項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 当社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当

社が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要

とされる場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役 

       ② 当社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 



       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若

しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 当社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第５項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第６項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第６項に定

める行使期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 譲渡制限について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承



認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 

       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、その性質上法人にのみ適用されるべき条項は、適用されない

ものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、その性質上個人にのみ適用されるべき条項は、

適用されないものとする。 

   (2) 当社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中当社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第８項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2021年７月１日 

 



（別紙６） 

リファインバース株式会社第11回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

リファインバース株式会社第11回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   当社の普通株式1,000株（但し、当該株式の数は、本新株予約権の行使により変動する可能性がある。）

とする。但し、第３項の定めにより本新株予約権１個あたりの目的となる株式数が調整される場合には、

当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整されるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は10個（但し、当該新株予約権の数は、本新株予約権の行使により変動する可能

性がある。）とする。本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株とする。但し、本新株予約権

１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１

未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通

株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行

済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下

同じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の

割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるも

のとする。 

         調整後の株式数 ＝ 調整前の株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 当社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は適当と認

める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたり金2,063円（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、第３項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後の行使価額＝調整前の行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 当社が、(i)時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを含

む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割

に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式を取得し得る

潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有

者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う

証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行うと

きは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が

普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、「取得価額」と

は、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金



額を意味するものとし、以下同様とする。 

       なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を

除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

       また、上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第

２号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新 発 行 

株 式 数 
× 
１ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 の 

行 使 価 額 
＝ 

調 整 前 の 

行 使 価 額 
× 

新発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における当社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て当社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2020年９月11日から2028年９月10日まで。但し、行使期間の最終日が会社の休業日にあたる場合には、そ

の前営業日を最終日とする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第８項に定める取得

事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの

とする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められ

ないものとする。 

       ③ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交

付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り

当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、権利者の死亡後６ヶ月以内に当社が認めた場合に限

り、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を相続するものとする。 

       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より当社に対して次の各事項を届け出なければならない。 



          １) 相続開始の年月日 

          ２) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          ３) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          ４) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          ５) 上記１)乃至４)のほか、当社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他当社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し当社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 行使期間中に上記①１)乃至５)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やかに

変更内容を当社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本項第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承

継者には第８項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 当社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当

社が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要

とされる場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役 

       ② 当社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 

       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若



しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 当社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第５項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第６項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第６項に定

める行使期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 譲渡制限について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承

認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 



       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、その性質上法人にのみ適用されるべき条項は、適用されない

ものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、その性質上個人にのみ適用されるべき条項は、

適用されないものとする。 

   (2) 当社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中当社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第８項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2018年９月21日 

 



（別紙７） 

株式会社リファインバースグループ2021年第３回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

株式会社リファインバースグループ第３回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   当社の普通株式1,000株（但し、当該株式の数は、リファインバース株式会社第11回新株予約権の行使に

より変動する可能性がある。）とする。但し、第３項の定めにより本新株予約権１個あたりの目的となる

株式数が調整される場合には、当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整さ

れるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は10個（但し、当該新株予約権の数は、リファインバース株式会社第11回新株予

約権の行使により変動する可能性がある。）とする。本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100

株とする。但し、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあ

る。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未

満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株

式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済

普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同

じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の割当

基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものと

する。 

         調整後の株式数 ＝ 調整前の株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 当社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は適当と認

める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたり金2,063円（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、第３項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後の行使価額＝調整前の行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 当社が、(i)時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを含

む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割

に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式を取得し得る

潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有

者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う

証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行うと

きは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が



普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、「取得価額」と

は、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金

額を意味するものとし、以下同様とする。 

       なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を

除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

       また、上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第

２号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新 発 行 

株 式 数 
× 
１ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 の 

行 使 価 額 
＝ 

調 整 前 の 

行 使 価 額 
× 

新発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における当社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て当社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2021年７月１日から2028年９月10日まで。但し、行使期間の最終日が会社の休業日にあたる場合には、そ

の前営業日を最終日とする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第８項に定める取得

事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの

とする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められ

ないものとする。 

       ③ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交

付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り

当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、権利者の死亡後６ヶ月以内に当社が認めた場合に限

り、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を相続するものとする。 



       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より当社に対して次の各事項を届け出なければならない。 

          １) 相続開始の年月日 

          ２) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          ３) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          ４) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          ５) 上記１)乃至４)のほか、当社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他当社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し当社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 行使期間中に上記①１)乃至５)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やかに

変更内容を当社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本項第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承

継者には第８項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 当社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当

社が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要

とされる場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役 

       ② 当社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 



       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若

しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 当社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第５項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第６項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第６項に定

める行使期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 譲渡制限について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承



認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 

       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、その性質上法人にのみ適用されるべき条項は、適用されない

ものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、その性質上個人にのみ適用されるべき条項は、

適用されないものとする。 

   (2) 当社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中当社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第８項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2021年７月１日 

 



（別紙８） 

リファインバース株式会社第12回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

リファインバース株式会社第12回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   当社の普通株式39,200株（但し、当該株式の数は、本新株予約権の行使により変動する可能性がある。）

とする。但し、第３項の定めにより本新株予約権１個あたりの目的となる株式数が調整される場合には、

当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整されるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は392個（但し、当該新株予約権の数は、本新株予約権の行使により変動する可

能性がある。）とする。本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は100株とする。但し、本新株予約

権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未

満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株

式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済

普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同

じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の割当

基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものと

する。 

         調整後の株式数 ＝ 調整前の株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 当社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は適当と認

める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたり金1,221円（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、第３項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後の行使価額＝調整前の行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 当社が、(i)時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを含

む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割

に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式を取得し得る

潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有

者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う

証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行うと

きは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が

普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、「取得価額」と

は、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金



額を意味するものとし、以下同様とする。 

       なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を

除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

       また、上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第

２号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新 発 行 

株 式 数 
× 
１ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 の 

行 使 価 額 
＝ 

調 整 前 の 

行 使 価 額 
× 

新発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における当社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て当社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2022年12月19日から2027年12月18日（但し、2027年12月18日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業

日）までとする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第８項に定める取得

事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの

とする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められ

ないものとする。 

       ③ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交

付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り

当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、権利者の死亡後６ヶ月以内に当社が認めた場合に限

り、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を相続するものとする。 

       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より当社に対して次の各事項を届け出なければならない。 



          １) 相続開始の年月日 

          ２) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          ３) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          ４) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          ５) 上記１)乃至４)のほか、当社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他当社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し当社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 行使期間中に上記①１)乃至５)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やかに

変更内容を当社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本項第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承

継者には第８項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 当社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当

社が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要

とされる場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役 

       ② 当社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 

       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若



しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 当社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第５項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第６項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第６項に定

める行使期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 譲渡制限について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承

認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 



       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、その性質上法人にのみ適用されるべき条項は、適用されない

ものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、その性質上個人にのみ適用されるべき条項は、

適用されないものとする。 

   (2) 当社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中当社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第８項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2021年１月25日 

 

16. 新株予約権の割当てを受ける者及び数 

当社従業員           47名    218個 

当社子会社従業員     61名    174個



（別紙９） 

株式会社リファインバースグループ2021年第４回新株予約権の内容 

 

1. 新株予約権の名称 

株式会社リファインバースグループ第４回新株予約権（以下「本新株予約権」という。） 

 

2. 本新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法 

   当社の普通株式39,200株（但し、当該株式の数は、リファインバース株式会社第12回新株予約権の行使に

より変動する可能性がある。）とする。但し、第３項の定めにより本新株予約権１個あたりの目的となる

株式数が調整される場合には、当該調整後の目的となる株式数に本新株予約権の個数を乗じた数に調整さ

れるものとする。 

 

3. 本新株予約権の数 

   発行する新株予約権の数は392個（但し、当該新株予約権の数は、リファインバース株式会社第12回新株

予約権の行使により変動する可能性がある。）とする。本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は

100株とする。但し、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されること

がある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１

個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未

満の端数は切り捨て、金銭による調整は行わない。「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株

式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済

普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した数を、それぞれ意味するものとし、以下同

じとする。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第183条第２項第１号に基づく株式分割の割当

基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日の翌日以降、それぞれ適用されるものと

する。 

         調整後の株式数 ＝ 調整前の株式数 × 分割・併合の比率 

   (2) 当社が株主割当の方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する場

合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、当社は適当と認

める本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行う。 

   (3) 本項の定めに基づき本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関

連事項決定後遅滞なく本新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並び

にその事由、調整後の株式数及び適用の日その他の必要事項を通知するものとする。 

 

4. 本新株予約権の払込金額 

   本新株予約権は無償で発行する。 

 

5. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

   本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたり金1,221円（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、行使価額は以下に定めるところに従い調整されることがある。 

   (1) 当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権について、行使

価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。調整後の

行使価額の適用時期は、第３項第(1)号の調整後の株式数の適用時期に準じるものとする。 

調整後の行使価額＝調整前の行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

   (2) 当社が、(i)時価を下回る１株あたりの払込金額での普通株式の発行又は処分（株式無償割当てを含

む。以下に定義する潜在株式等の取得原因の発生によるもの、並びに合併、株式交換、及び会社分割

に伴うものを除く。）、又は(ii)時価を下回る１株あたりの取得価額をもって普通株式を取得し得る

潜在株式等（取得請求権付株式、取得条項付株式、新株予約権、新株予約権付社債、その他その保有

者若しくは当社の請求に基づき又は一定の事由の発生を条件として普通株式を取得し得る地位を伴う

証券又は権利を意味する。以下同じ。）の発行又は処分（無償割当てによる場合を含む。）を行うと

きは、未行使の本新株予約権について行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。なお、上記における「取得原因」とは、潜在株式等に基づき当社が



普通株式を交付する原因となる保有者若しくは当社の請求又は一定の事由を意味し、「取得価額」と

は、普通株式１株を取得するために当該潜在株式等の取得及び取得原因の発生を通じて負担すべき金

額を意味するものとし、以下同様とする。 

       なお、本号において「時価」とは、調整後の行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日の金融商品取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を

除く。）とする。平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

       また、上記調整による調整後の行使価額は、募集又は割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日、それ以外の場合は普通株式又は潜在株式等の発行又は処分の効力発生日（会社法第209条第１項第

２号が適用される場合は、同号に定める期間の末日）の翌日以降に適用されるものとする。 

     
既 発 行 

株 式 数 
＋ 

新 発 行 

株 式 数 
× 
１ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 の 

行 使 価 額 
＝ 

調 整 前 の 

行 使 価 額 
× 

新発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

       なお、上記算式については下記の定めに従うものとする。 

       ① 「既発行株式数」とは、調整後の行使価額が適用される日の前日における、当社の発行済普通株

式総数及び発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数を合計した数から、同日における当社の保有

する自己株式（普通株式のみ）の数を控除した数を意味するものとする（但し当該調整事由によっ

て当社の発行済普通株式数若しくは発行済の潜在株式等の目的たる普通株式数又は自己株式（普通

株式のみ）の数が変動する場合、当該変動前の数を基準とする。）。 

       ② 当社が自己株式を処分することにより調整が行われる場合においては、「新発行株式数」は「処

分する自己株式の数」と読み替えるものとする。 

       ③ 当社が潜在株式等を発行又は処分することにより調整が行われる場合における「新発行株式数」

とは、発行又は処分される潜在株式等の目的たる普通株式の数を、「１株あたり払込金額」とは、

目的となる普通株式１株あたりの取得価額を、それぞれ意味するものとする。 

   (3) 本項第(2)号の(ii)に定める潜在株式等の取得原因が発生する可能性のある期間が終了した場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。但し、その潜在株式等の全部について取得原因が発

生した場合を除く。 

   (4) 当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、当社は適当と認める行使価額の調整を行う。 

   (5) 当社が株主割当て又は株式無償割当て以外の方法で普通株式又は潜在株式等を発行又は処分する場合

において、当社が調整を行わない旨を決定した場合には、本項第(2)号に基づく調整は行われないもの

とする。 

   (6) 本項の定めに基づき行使価額の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく権利者に対

して、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日その他の必要事項を通知するものとす

る。 

 

6. 本新株予約権を行使することができる期間 

   2022年12月19日から2027年12月18日（但し、2027年12月18日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業

日）までとする。 

 

7. 本新株予約権の行使の条件等 

   (1) 行使条件 

       ① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第８項に定める取得

事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの

とする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。 

       ② 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められ

ないものとする。 

       ③ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交

付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り

当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。 

   (2) 相 続 

       権利者が死亡した場合には、権利者の相続人は、権利者の死亡後６ヶ月以内に当社が認めた場合に限

り、下記に定める条件に従って未行使の本新株予約権を相続するものとする。 



       ① 本新株予約権を相続した権利者の相続人は、その全員が共同して、相続開始後速やかに、書面に

より当社に対して次の各事項を届け出なければならない。 

          １) 相続開始の年月日 

          ２) 本新株予約権に関する遺産分割協議の内容及びその成立年月日 

          ３) 相続人中、本新株予約権を承継する者（以下「権利承継者」という。）の氏名及び住所 

          ４) 権利承継者の代表者（以下「承継者代表者」という。）の氏名及び住所 

          ５) 上記１)乃至４)のほか、当社の定める事項 

       ② ①に定める届出に際しては、除籍謄本、戸籍謄本、遺産分割協議書、その他当社が指定する書類

を添付しなければならない。 

       ③ 権利承継者は、承継者代表者を通じ、全員が共同して本新株予約権を行使するものとする。承継

者代表者は、本新株予約権の行使及び放棄その他、本新株予約権に関する一切の事項につき全権利

承継者を代理する権限を有する。 

       ④ 権利承継者は、本新株予約権の行使による行使価額の払込義務その他、本新株予約権に関し当社

に対し負担する一切の債務につき、相互に連帯して履行する義務を負う。 

       ⑤ 行使期間中に上記①１)乃至５)の事項に変更が生じた場合、権利承継者は、書面により速やかに

変更内容を当社に届け出なければならない。 

       ⑥ 権利承継者につき相続が開始された場合、その相続人は本新株予約権を承継しないものとする。 

       ⑦ 本項第(2)号を除く本要項の規定の適用に関しては、権利承継者を権利者とみなす。但し、権利承

継者には第８項第(4)号の規定は適用されないものとする。 

 

8. 当社が本新株予約権を取得することができる事由 

   (1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分

割、又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行

為」という。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議

に替えて総株主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合に

は、取締役会の決議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (2) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができるものとし、会社法第

273条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当

社が適切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要

とされる場合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。 

   (3) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主

を含む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場

合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。 

   (4) 本新株予約権の割当日において下記①又は②の身分を有する権利者が下記いずれの身分とも喪失した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会

社」という。）の取締役又は監査役 

       ② 当社又は子会社の使用人 

       ③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、

請負等の継続的な契約関係にある者 

   (5) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。 

       ① 権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合 

       ② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員

若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。但し、当社の書面

による事前の承認を得た場合を除く。 

       ③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合 

       ④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合 

       ⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合 

       ⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他こ

れらに類する手続開始の申立があった場合 

       ⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合 



       ⑧ 権利者が反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、その他これに準ずる者

を意味する。以下同じ。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力等と何らかの交流若

しくは関与を行っていることが判明した場合 

       ⑨ 権利者が本要項の規定又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合 

   (6) 権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行

後にかかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した

場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。 

       ① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合 

       ② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合 

   (7) 当社は、前各号に定める取得の事由が生じた本新株予約権を取得する場合、取締役会の決議により別

途定める日においてこれを取得するものとする。また、当社は前各号に定める取得の事由が生じた本

新株予約権の全部又は一部を取得することができ、一部を取得する場合は、取締役会の決議により取

得する本新株予約権を決定するものとする。 

 

9. 行使手続 

   本新株予約権を行使する者は、当社の指定する請求書を当社に提出し、且つ行使価額の全額を支払わなけ

ればならない。 

 

10. 本新株予約権の譲渡制限 

   本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

 

11. 新株予約権証券 

   本新株予約権の新株予約権証券は発行しない。 

 

12. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

   本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金等増加限度額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

 

13. 組織再編行為の際の取扱い 

   当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権

利者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社

若しくは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限

る。以下総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとす

る。但し、下記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又

は計画において定めた場合に限るものとする。 

   (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

   (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第２項に準じて決定する。 

   (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

       組織再編行為の条件等を勘案の上、第５項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、本第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。 

   (5) 新株予約権を行使することができる期間 

       第６項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第６項に定

める行使期間の末日までとする。 

   (6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容 

       本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。 

   (7) 譲渡制限について 

       新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合は株主総会）の承



認を要するものとする。 

   (8) 組織再編行為の際の取扱い 

       本項に準じて決定する。 

 

14. 権利者への適用関係等 

   (1) 権利者が個人の場合、本要項の規定中、その性質上法人にのみ適用されるべき条項は、適用されない

ものとする。権利者が法人の場合、本要項の規定中、その性質上個人にのみ適用されるべき条項は、

適用されないものとする。 

   (2) 当社が本新株予約権の発行後に取締役会設置会社でなくなった場合においては、本要項の規定中当社

の取締役会の決議又は承認について定めた部分は、会社法第348条に基づく業務の決定の方法に従って

決定するものとして読み替えるものとする。但し、第８項第(7)号及び第10項に定める取締役会の決議

又は承認については、株主総会の決議又は承認と読み替えるものとする。 

 

15. 新株予約権の割当日 

2021年７月１日 

 

16. 新株予約権の割当てを受ける者及び数 

リファインバース株式会社従業員        47名    218個 

リファインバース株式会社子会社従業員  61名    174個 
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株式移転計画変更書(写) 

 

リファインバース株式会社（以下「当社」という。）は、当社を株式移転完全子会社とする株式移転

設立完全親会社（以下「持株会社」という。）を設立するための株式移転（以下「本株式移転」という。）

に関し、2021 年 1 月 22 日付の株式移転計画書（以下「原計画書」という。）第 11 条に従い、以下のと

おり原計画書を変更するものとする。 

 

第１条（持株会社の設立時取締役の氏名の変更） 

原計画書第２条第１項の内容を以下のとおり変更する。 

 

【変更前】 

１. 持株会社の設立時取締役の氏名は次のとおりとする。 

取締役 越智 晶 

取締役 加志村 竜彦 

取締役 瀧澤 陵 

取締役 柗村 順也 

取締役 青木 卓 

取締役 堀内 賢一 

取締役 鮫島 卓 

取締役 関口 修一 

 

【変更後】 

１. 持株会社の設立時取締役の氏名は次のとおりとする。 

取締役 越智 晶 

取締役 加志村 竜彦 

取締役 瀧澤 陵 

取締役 柗村 順也 

取締役 青木 卓 

取締役 堀内 賢一 

取締役 鮫島 卓 

取締役 奥村 繁 

 

第２条（原計画書のその他の規定の効力） 

 前条に定める事項を除き、原計画書の規定は、従前どおりその定めるところに従って効力を有する

ものとする。 

 

 

以上 
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2021 年２月 26 日 

 

東京都中央区日本橋人形町三丁目 10 番 1 号 

リファインバース株式会社 

代表取締役  越 智  晶 

 


